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(57)【要約】
【課題】装置の規模を大きくすることなく、広い周波数
帯域にわたって、優れた遮音効果を発揮することができ
る能動騒音低減装置を提供する。
【解決手段】加振器１０の端部β、すなわち加振器１０
による曲げモーメント力の発生位置βを、騒音振動によ
るパネル４０の曲げモーメント力分布の符号が変化する
位置αと一致させる。これにより、騒音振動に近似した
制御振動を励起することが可能になる。従って、低減し
たい騒音周波数によって定まるパネル４０の位置αに、
加振器１０の端部βを合わせて固着すれば、対象騒音周
波数に起因する騒音を効果的に抑制することができる。
【選択図】図５
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　騒音源から放射される騒音によって生じるパネルの騒音振動を抑制させる能動騒音低減
装置であって、
　前記パネルに固着され、前記騒音振動と振動方向が逆の制御振動を制御信号に従って前
記パネルに励起させる平板状の加振器と、
　前記パネルの騒音振動によって生じる伝搬音又は前記パネルの振動の一方を検出する検
出器と、
　前記検出器で検出された結果に基づいて、前記パネルの騒音振動を抑制するための制御
振動を前記加振器に生じさせる前記制御信号を生成する制御部とを備え、
　前記加振器は、前記騒音振動による前記パネルの曲げモーメント力分布の符号が変化す
る位置に、前記加振器の各端部を一致させて設置されている、能動騒音低減装置。
【請求項２】
　前記加振器は、前記騒音振動による前記パネルの曲げモーメント力分布の符号が変化す
る位置のうち前記パネル上の最も外周側にある位置に、前記加振器の各端部を一致させて
設置されている、請求項１に記載の能動騒音低減装置。
【請求項３】
　前記検出器は、前記騒音源から放射される騒音又は前記騒音源の振動の一方をさらに検
出する、請求項１又は２に記載の能動騒音低減装置。
【請求項４】
　前記加振器は、入力される前記制御信号に応じて力学的変化を行う圧電材料である、請
求項１～３のいずれかに記載の能動騒音低減装置。
【請求項５】
　騒音源から放射される騒音によって生じるパネルの騒音振動を抑制させる能動騒音低減
装置であって、
　前記パネルに積層して固着され、前記騒音振動と振動方向が逆の制御振動を複数の制御
信号に従って前記パネルにそれぞれ励起させる複数の平板状の加振器と、
　前記パネルの騒音振動によって生じる伝搬音又は前記パネルの振動の一方を検出する検
出器と、
　前記検出器で検出された結果に基づいて、前記パネルの騒音振動を抑制するための制御
振動を前記複数の加振器にそれぞれ生じさせる前記複数の制御信号を生成する制御部とを
備え、
　前記複数の加振器のそれぞれは、騒音を形成する複数の騒音周波数のいずれかに基づい
た騒音振動による前記パネルの曲げモーメント力分布の符号が変化する位置に、前記加振
器の各端部を一致させて設置されている、能動騒音低減装置。
【請求項６】
　前記複数の加振器のそれぞれは、前記騒音を形成する複数の騒音周波数のいずれかに基
づいた騒音振動による前記パネルの曲げモーメント力分布の符号が変化する位置のうち前
記パネル上の最も外周側にある位置に、前記加振器の各端部を一致させて設置されている
、請求項５に記載の能動騒音低減装置。
【請求項７】
　前記検出器は、前記騒音源から放射される騒音又は前記騒音源の振動の一方をさらに検
出する、請求項５又は６に記載の能動騒音低減装置。
【請求項８】
　前記加振器は、入力される前記制御信号に応じて力学的変化を行う圧電材料である、請
求項５～７のいずれかに記載の能動騒音低減装置。
【請求項９】
　外周部がフレームによって固定された平板状のパネルをさらに備え、
　前記パネル、前記加振器、前記検出器、及び前記制御部が、１組のモジュールとして構
成されている、請求項１に記載の能動騒音低減装置。
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【請求項１０】
　請求項９に記載のモジュールを二次元的に複数配置させた、能動騒音低減装置。
【請求項１１】
　ＡＶ機器と、
　前記ＡＶ機器が設置された居室と隣接する居室との間に設置される、請求項１０に記載
の能動騒音低減装置とで構成され、
　前記検出器は、前記ＡＶ機器の音声信号を検出する、能動騒音低減システム。
【請求項１２】
　洗濯機と、
　請求項１に記載の能動騒音低減装置とで構成され、
　前記加振器が、前記洗濯機の筐体パネルに固着され、
　前記検出器が、前記騒音源となる前記洗濯機のモータ及び前記パネルとなる前記洗濯機
の筐体パネルから、音又は振動を検出する、能動騒音低減システム。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、能動的に振動を制御することで騒音を低減し、優れた遮音効果を実現する能
動騒音低減装置、及び能動騒音低減装置を利用したシステムに関する。
【背景技術】
【０００２】
　従来、広い周波数帯域にわたって遮音性能を確保するための技術として、特許文献１に
記載の技術がある。図２５は、特許文献１に記載された技術を説明するための図である。
図２５において、複合遮音材５１は、表面板５２の裏面に損失係数の大きな（０．２以上
の）制振材５３を積層して形成されている。この複合遮音材５１を壁の表面に配置するこ
とで、遮音壁を形成している。
【０００３】
　また、能動的に騒音制御を行う従来の技術として、特許文献２に記載の技術がある。図
２６は、特許文献２に記載された技術を説明するための図である。図２６において、換算
回路６５は、複数の振動センサ６３で得られた電気信号を、遮音壁６１より放射される音
響放射パワーに換算する。制御回路６６は、騒音検出センサ６４の出力と換算回路６５の
換算出力とから、換算回路６５の出力信号を小さくする制御信号を生成してアクチュエー
タ６２に出力する。この構成によれば、振動センサ６３で検知された振動をアクチュエー
タ６２で振動を抑制するので、騒音を低減することができる。
【０００４】
　また、圧電材料を加振器として用いてパネルの振動の能動的制御する従来の技術として
、特許文献３に記載の技術がある。図２７は、特許文献３に記載された技術を説明するた
めの図である。図２７において、騒音源ｎから入射する騒音によって励起された第１及び
第２のパネル７１及び７２の振動は、第１及び第２の振動検出センサ７５及び７６でそれ
ぞれ検出される。制御器７４は、第１及び第２の振動検出センサ７５及び７６からの入力
信号に基づき、第２のパネル７２の振動を抑制する信号を出力し、第１及び第２のパネル
７１及び７２を介して圧電素子７３に印加する。この構成によれば、圧電素子７３が印加
電圧に応じて振動して第２のパネル７２の振動を抑制するので、騒音を低減することがで
きる。
【０００５】
　さらに、圧電材料を加振器として用いてパネルの振動の能動的制御する従来の技術とし
て、特許文献４に記載の技術がある。図２８は、特許文献３に記載された技術を説明する
ための図である。図２８において、検出器８１は、パネル８４に発生している加速度を検
出する。制御部８３は、検出器８１の検出信号に基づいて、パネル８４の騒音信号を抑制
するための制御信号を生成し、加振器８２に出力する。パネル８４に貼り付けられた加振
器８２は、制御部８３からの制御信号に従ってパネル８４にその歪みを伝達する。この構
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成によれば、加振器８２に制御信号を入力したときの初期変位の方向と定常変位の方向と
が一致するパネル８４上の領域に検出部８１を配置しているため、高い利得をかけたフィ
ードバック制御を適用しても制御系が安定化し、広い周波数帯域にわたって振動抑制効果
を得ることができる。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００６】
【特許文献１】特開平５－８６６５８号公報
【特許文献２】特開平６－１４９２７１号公報
【特許文献３】特開平６－１２０８１号公報
【特許文献４】特開２００６－２１５９９３号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００７】
　しかしながら、上記特許文献１に記載の技術では、広い周波数帯域の騒音に対して優れ
た遮音特性を確保するためには、重量の大きい材料を制振材として用いて大きな損失係数
を確保しなければならないという問題がある。
【０００８】
　また、上記特許文献２に記載の技術では、アクチュエータ６２による点加振を行ってい
るため、振動周波数が高くなれば制振できる領域がアクチュエータ６２直下近傍に限られ
てしまう。従って、広い周波数帯域の騒音に対して制振を行うには多数の振動検出センサ
及びアクチュエータが必要になり、それに伴い制御回路の規模が大きくなるという問題が
ある。
【０００９】
　また、上記特許文献３及び４に記載の技術では、検出器を設置したパネルの振動を加振
器によって低減するため、制御する騒音の周波数によって、パネルのサイズを調整しなけ
ればならないという問題がある。
【００１０】
　それ故に、本発明の目的は、加振器の配置を調整することで、装置の規模を大きくする
ことなく、広い周波数帯域にわたって、優れた遮音効果を発揮することができる能動騒音
低減装置及びシステムを提供することである。
【課題を解決するための手段】
【００１１】
　上記目的を達成するために、本発明は、騒音源から放射される騒音によって生じるパネ
ルの騒音振動を抑制させる能動騒音低減装置に向けられている。そして、上記目的を達成
するために、本発明の能動騒音低減装置は、パネルに固着され、騒音振動と振動方向が逆
の制御振動を制御信号に従ってパネルに励起させる平板状の加振器と、パネルの騒音振動
によって生じる伝搬音又はパネルの振動の一方を検出する検出器と、検出器で検出された
結果に基づいて、パネルの騒音振動を抑制するための制御振動を加振器に生じさせる制御
信号を生成する制御部とを備えている。加振器は、騒音振動によるパネルの曲げモーメン
ト力分布の符号が変化する位置に、加振器の各端部を一致させて設置されている。
【００１２】
　加振器は複数であってもよく、この場合には、騒音を形成する複数の騒音周波数のいず
れかに基づいた騒音振動によるパネルの曲げモーメント力分布の符号が変化する位置に、
複数の加振器それぞれの各端部を一致させてパネルに積層して設置される。
【００１３】
　加振器は、騒音振動によるパネルの曲げモーメント力分布の符号が変化する位置のうち
パネル上の最も外周側にある位置に、加振器の各端部を一致させて設置されることが好ま
しい。また、検出器は、騒音源から放射される騒音又は騒音源の振動の一方をさらに検出
してもよい。典型的な加振器は、入力される制御信号に応じて力学的変化を行う圧電材料
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である。
【００１４】
　この能動騒音低減装置は、外周部がフレームによって固定された平板状のパネルと共に
１組のモジュール化することが可能であり、このモジュールを二次元的に複数配置すれば
、能動騒音制御パネルを構成することができる。また、この能動騒音制御パネルをＡＶ機
器が設置された居室と隣接する居室との間に設置し、検出器でＡＶ機器の音声信号を検出
すれば、ＡＶ機器を含む能動騒音低減システムを構築できる。
【００１５】
　さらには、この能動騒音低減装置は、洗濯機の筐体パネルに加振器を固着し、検出器で
騒音源となる洗濯機のモータ及び洗濯機の筐体パネルから音又は振動を検出すれば、洗濯
機を含む能動騒音低減システムを構築できる。
【発明の効果】
【００１６】
　上記本発明によれば、装置の規模を大きくすることなく、広い周波数帯域にわたって、
優れた遮音効果を発揮することができる能動騒音低減装置を実現できる。
【図面の簡単な説明】
【００１７】
【図１】本発明の第１の実施形態に係る能動騒音低減装置１の構成を示す図
【図２】加振器１０に生じる機械的変化を説明する図
【図３】加振器１０を表面に固着させたパネル４０の機械的変化を説明する図
【図４】パネル４０に固着した加振器１０の端部に発生する曲げモーメント力を説明する
図
【図５】梁形状のパネル４０での加重状態と曲げモーメント力分布の関係を示す図
【図６】加振条件の違いによる梁形状のパネル４０の変位の一例を示す図
【図７】梁形状のパネル４０における騒音低減効果の一例を示す図
【図８】平面形状のパネル４０における曲げモーメント力分布の一例を示す図
【図９】平面形状のパネル４０における振動の変位分布及び音圧分布の一例を示す図
【図１０】平面形状のパネル４０における騒音低減効果分布の一例を示す図
【図１１】平面形状のパネル４０における曲げモーメント力分布の他の一例を示す図
【図１２】平面形状のパネル４０における振動の変位分布及び音圧分布の他の一例を示す
図
【図１３】平面形状のパネル４０における騒音低減効果分布の他の一例を示す図
【図１４】第１の実施形態に係る能動騒音低減装置１の他の構成を示す図
【図１５】本発明の第２の実施形態に係る能動騒音低減装置２の構成を示す図
【図１６】フィードフォワード構成による能動騒音低減装置２の詳細を示す図
【図１７】能動騒音低減装置２の他の構成を示す図
【図１８】パネル４０における騒音振動の変位を説明する図
【図１９】パネル４０における騒音振動のモーメント力分布を説明する図
【図２０】パネル４０における制御振動の変位分布を説明する図
【図２１】特定条件下でのパネル４０における騒音低減効果分布の一例を示す図
【図２２】本発明の能動騒音低減装置を用いた構成例１を説明する図
【図２３】本発明の能動騒音低減装置を用いた構成例２を説明する図
【図２４】本発明の能動騒音低減装置を用いた構成例３を説明する図
【図２５】従来の遮音壁の構成例を示す図
【図２６】従来の遮音壁の他の構成を示す図
【図２７】従来の遮音壁の他の構成を示す図
【図２８】従来の遮音壁の他の構成を示す図
【発明を実施するための形態】
【００１８】
　　＜第１の実施形態＞
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　図１は、本発明の第１の実施形態に係る能動騒音低減装置１の構成を示す図である。図
１において、第１の実施形態に係る能動騒音低減装置１は、加振器１０と、制御部２０と
、検出器３０とを備える。パネル４０は、騒音源ｎに起因して生じる騒音振動を低減する
対象物であり、例えば振動し易い壁面や電化製品の筐体等が考えられる。
【００１９】
　加振器１０は、厚みが薄い平板の形状をしており、パネル４０の表面に貼り付ける等し
て固着されている。この加振器１０には、例えば結晶に電界を加えるとひずみを生じるジ
ルコチタン酸鉛等のセラミックスやポリフッ化ビニリデン等の高分子樹脂に代表される圧
電材料が用いられる。検出器３０は、騒音源ｎに対してパネル４０を隔てた所定の位置に
設けられる。
【００２０】
　以下、第１の実施形態に係る能動騒音低減装置１の動作を説明する。
　騒音源ｎから放射された騒音は、パネル４０に入射されて、騒音に起因する振動（以下
、騒音振動という）をパネル４０に励起する。パネル４０からは騒音振動によって音が放
射され、これにより騒音源ｎに基づく騒音が検出器３０に伝搬する。検出器３０は、パネ
ル４０から放射される伝搬音を検出し、検出した伝搬音のレベルに応じた検出信号を制御
部２０に出力する。制御部２０は、検出器３０が検出した検出信号をより小さくするため
の制御信号（電気信号）を生成して、加振器１０に出力する。加振器１０は、制御部２０
から与えられる制御信号に応じて面方向にひずみを発生させて、騒音振動とは振動方向が
逆となる制御振動をパネル４０に励起する。
【００２１】
　図２は、加振器１０に生じる機械的変化を説明する図である。図３は、加振器１０をパ
ネル４０の表面に固着させた場合のパネル４０の機械的変化を説明する図である。図４は
、加振器１０の端部に発生する曲げモーメント力を説明する図である。
【００２２】
　加振器１０は、与えられる電気信号のレベルに応じて、面方向にひずみを生じる、すな
わち伸張又は縮小を行う（図２）。従って、この加振器１０を貼り付けたパネル４０にお
いて加振器１０の伸張又は縮小を行えば、伸張の時には加振器１０側が凸状態に反った形
状（図３の（ａ））に、縮小の時には加振器１０側が凹状態に反った形状（図３の（ｂ）
）に、それぞれ変形する。このように、加振器１０を歪ませれば、パネル４０に振動を励
起することができる。
【００２３】
　加振器１０からパネル４０への加振力は、図４中の矢印で示すように加振器１０の端部
に発生する曲げモーメント力で示すことができる。従って、パネル４０に対して加振器１
０の端部位置を調整することによって、パネル４０の任意の位置で曲げモーメント力によ
る加振を行うことができる。
【００２４】
　次に、騒音によって発生したパネル４０の騒音振動と近似した制御振動を発生させるた
めの、好適な加振器１０の配置について説明する。まず、原理を容易に理解できるように
するため、パネル４０が梁形状である場合を説明する。
【００２５】
　騒音が入射されることによるパネル４０への加振は、騒音の周波数が低い場合には図５
の（ａ）で示すように等分布加重として考えることができる。パネル４０の両端が固定さ
れているとすると、パネル４０に発生する曲げモーメント力は例えば図５の（ｂ）に示す
分布となる。すなわち、パネル４０の振動は、騒音入射によって図５の（ｂ）等に示す曲
げモーメント力を受けることで励起される。一方、パネル４０に固着した加振器１０は、
図５の（ｃ）に示すように、その端部βに発生する曲げモーメント力でパネル４０を加振
する。そのときにパネル４０に発生する曲げモーメント力は、例えば図５の（ｄ）に示す
分布となる。
【００２６】
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　従って、加振器１０の端部β、すなわち加振器１０による曲げモーメント力の発生位置
βを、騒音振動によるパネル４０の曲げモーメント力分布の符号が変化する位置αと一致
させることで（図５の（ｂ）と（ｄ）の関係）、騒音振動に近似した制御振動を励起する
ことが可能になる。すなわち、低減したい騒音周波数（対象騒音周波数）によって定まる
パネル４０の位置αに、加振器１０の端部βを合わせて固着すれば、対象騒音周波数に起
因する騒音を効果的に抑制することができるのである。
【００２７】
　図６に、加振条件の違いによるパネル４０の変位を示す。パネル４０は、長さ３０ｃｍ
、幅１ｃｍ、及び厚み０．５ｍｍのステンレス板とし、静加重を加えた条件で解析した。
加振器１０による曲げモーメント力の発生位置βを騒音振動による曲げモーメント力分布
の符号が変化する位置αと一致させた場合の変位分布（実線）は、等分布加重によるパネ
ル４０の変位分布（点線）と近似することが分かる。一方、一致させない場合（図６の例
では、±２．５ｃｍずれている）の変位分布（一点鎖線）は、等分布加重によるパネル４
０の変位分布（点線）と近似しない。
【００２８】
　図７に、騒音源ｎを底面に、かつ、梁形状のパネル４０を天面の一部に設置した防音箱
９０において、騒音源ｎから騒音放射した条件下で、騒音振動による曲げモーメント力分
布の符号が変化する位置αに端部βが一致するように加振器１０を配置し、検出器３０の
位置で騒音を打ち消すようにパネル４０の制御振動を励起させた場合の騒音低減効果の一
例を示す。なお、パネル４０は上記サイズのステンレス平板とし、防音箱９０は幅３６ｃ
ｍ×奥行き３１ｃｍ×高さ３３ｃｍの直方体とし、パネル４０から検出器３０までの距離
を１３ｃｍとしている。解析の結果、パネル４０の騒音振動と制御振動とを近似させるこ
とによって、騒音源ｎから放射される騒音の波面とパネル４０から放射される制御音の波
面とが近似するため、検出器３０の位置を含む広い範囲で騒音低減効果が得られた。
【００２９】
　次に、平面形状のパネル４０を用いた場合を説明する。
　図８に、騒音源ｎを底面に、かつ、平面形状のパネル４０を天面の一部に設置した防音
箱９０において、騒音源ｎから騒音放射した条件下でのパネル４０の曲げモーメント力分
布図を示す。なお、パネル４０及び防音箱９０のサイズは、上述したとおりである。図８
の（ａ）及び（ｂ）において、点線で示す位置が曲げモーメント力分布の符号が変化する
位置αとなる。
【００３０】
　図９に、図８の点線に沿って加振器１０をパネル４０に配置して防音箱９０を構成した
場合の解析結果を示す。図９の（ｂ）は、騒音源ｎから周波数５０Ｈｚの騒音を入射した
だけの場合と、周波数５０Ｈｚの正弦波信号で加振器１０を歪ませただけの場合とにおけ
る、パネル４０の振動変位分布を示している。図９の（ｃ）は、パネル４０から放射され
る音の音圧分布を示している。このように、加振器１０による曲げモーメント力の発生位
置βを、騒音振動によるパネル４０の曲げモーメント力分布の符号が変化する位置αと一
致させることで、平面形状のパネル４０においても振動変位分布及び音圧分布が近似した
制御信号を得ることができる。
【００３１】
　図１０に、騒音源ｎを底面に、かつ、平面形状のパネル４０を天面の一部に設置した防
音箱９０において、騒音源ｎから周波数５０Ｈｚの騒音を放射した条件下で、騒音振動に
よる曲げモーメント力分布の符号が変化する位置αに端部の位置βが一致するように加振
器１０を配置し、検出器３０の位置で騒音を打ち消すようにパネル４０の制御振動を励起
させた場合の騒音低減効果を示す。なお、各種の条件は、上述したとおりである。解析の
結果、検出器３０の位置を含む広い範囲で騒音低減効果が得られた。
【００３２】
　同様に、上述した防音箱９０において騒音源ｎから周波数１８０Ｈｚの騒音を放射した
条件下で解析した結果を、図１１～図１３に示しておく。
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【００３３】
　パネル４０の曲げモーメント力は、測定や解析で求めてもよいし、下記の計算式に従っ
て求めてもよい。パネル４０等の二次元平板での任意の位置におけるｘ軸方向及びｙ軸方
向の曲げモーメント力は、よく知られているように以下の式で得ることができる。
【００３４】
【数１】

【数２】

　ここで、Ｄは板の曲げ剛性で、以下の式３で表される。
【００３５】
【数３】

　但し、ｗ：板の変位、ν：ポアソン比、Ｅ：ヤング率、ｈ：板厚である。
　また、式１及び式２中の曲率は、以下のように変換できる。
【００３６】
【数４】

【数５】

　ここで、θx及びθyは、曲げモーメント力を求める位置の回転角を示す。
【００３７】
　すなわち、本実施形態で示した曲げモーメント力分布の符号が変化する位置は、回転角
が零に近く、その近傍の位置で回転方向が互いに逆向きであればよい。回転角の大きさと
向きは、例えば近接する２点以上の点の変位及び位相から求めることが可能である。上述
したように、第１の形態形態で示す能動騒音低減装置１で良好な騒音低減効果を得るため
には、直接的に曲げモーメント力を知る必要はなく、例えばパネル４０の各位置での回転
角の値等から加振器１０の最適配置を導出することも可能である。
【００３８】
　以上のように、本発明の第１の実施形態に係る能動騒音低減装置１によれば、加振器１
０を固着する位置を工夫することで、装置の規模を大きくすることなく、対象とする騒音
周波数の騒音を効果的に低減することができる。



(9) JP 2010-15552 A 2010.1.21

10

20

30

40

50

【００３９】
　なお、上記実施形態では、パネル４０を隔てて騒音源ｎと反対側に検出器３０を設けた
フィードバック構成を例示した。しかし、図１４のように、騒音源ｎとパネル４０との間
に、騒音源ｎから放射される騒音を検出し、検出した騒音のレベルに応じた検出信号を制
御部２０に出力する検出器３１をさらに設けたフィードフォワード構成であってもよい。
【００４０】
　　＜第２の実施形態＞
　上記第１の実施形態に係る能動騒音低減装置１では、騒音を形成する騒音周波数が１つ
である場合を想定して１つの加振器１０を設ける構成を説明した。しかし、複数の騒音周
波数で騒音が形成される場合もあり得る。この場合、複数の騒音周波数を低減させるため
には、複数の周波数にそれぞれ対応した複数の加振器を設けることが望ましい。
　そこで、第２の実施形態では、複数の加振器を設けた構成を説明する。以下、騒音が４
つの騒音周波数ｆａ～ｆｄを含んでいる場合を一例に挙げて説明する。
【００４１】
　図１５は、本発明の第２の実施形態に係る能動騒音低減装置２の構成を示す図である。
図１５において、第２の実施形態に係る能動騒音低減装置２は、加振器１０ａ～１０ｄと
、制御部２０と、検出器３０とを備える。この能動騒音低減装置２は、複数の加振器１０
ａ～１０ｄを設けたことが上記能動騒音低減装置１と異なる。
【００４２】
　複数の加振器１０ａ～１０ｄは、騒音を構成する４つの騒音周波数ｆａ～ｆｄに対応し
てそれぞれ設けられており、上記第１の実施形態で説明した原理に基づいて、パネル４０
の表面に積層して固着されている。つまり、加振器１０ａは、騒音源ｎから周波数ｆａの
騒音を放射した条件下で、騒音振動によるパネル４０の曲げモーメント力分布の符号が変
化する位置αに端部βが一致するように配置される。加振器１０ｂは、騒音源ｎから周波
数ｆｂの騒音を放射した条件下で、騒音振動によるパネル４０の曲げモーメント力分布の
符号が変化する位置αに端部βが一致するように配置される。加振器１０ｃは、騒音源ｎ
から周波数ｆｃの騒音を放射した条件下で、騒音振動によるパネル４０の曲げモーメント
力分布の符号が変化する位置αに端部βが一致するように配置される。加振器１０ｄは、
騒音源ｎから周波数ｆｄの騒音を放射した条件下で、騒音振動によるパネル４０の曲げモ
ーメント力分布の符号が変化する位置αに端部βが一致するように配置される。
【００４３】
　この第２の実施形態においても、上記図１４と同様に、フィードフォワード構成を適用
することができる。図１６に、フィードフォワード構成における制御部２０の詳細な構成
例を示す。図１６の制御部２０は、ＦＸフィルタ２１と、係数更新器２２と、適応フィル
タ２３とを備える。
【００４４】
　ＦＸフィルタ２１は、検出器３１が検出した騒音のレベルに応じた検出信号を入力して
、加振器１０ａ～１０ｄから検出器３０までの伝達関数と同等な特性を、検出信号に与え
る。係数更新器２２は、検出器３０が検出した音のレベルに応じた検出信号を誤差信号と
して、またＦＸフィルタ２１の出力信号を基準信号として入力する。そして、係数更新器
２２は、ＬＭＳ（Ｌｅａｓｔ　Ｍｅａｎ　Ｓｑｕａｒｅ）アルゴリズム等により基準信号
と相関のある誤差信号が常に小さくなるように係数更新演算を行い、適応フィルタ２３の
係数を更新する。適応フィルタ２３は、周波数帯域別にフィルタａ～ｄを有しており、係
数更新器２２によって更新された係数で、検出器３１が検出した検出信号をそれぞれフィ
ルタリングして４つの制御信号を生成し、加振器１０ａ～１０ｄにそれぞれ出力する。
【００４５】
　検出器３０の位置での騒音をＮと、加振器１０ａ～１０ｄから検出器３０までの伝達関
数をＣとすると、ＦＸフィルタ２１の特性はＣとなる。ここで、係数更新器２２を動作さ
せて適応フィルタ２３を収束させることにより検出器３０の出力信号における騒音成分は
零に近づき、適応フィルタ２３は－１／Ｃの特性に収束する。従って、適応フィルタ２３
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の出力は、Ｎ・（－１／Ｃ）となり加振器１０ａ～１０ｄに入力される。従って、検出器
３０で検出される騒音Ｎはパネル４０からの制御音により、Ｎ・（－１／Ｃ）・Ｃと合成
され、Ｎ＋Ｎ・（－１／Ｃ）・Ｃ＝０となり、検出器３０では騒音が低減される。
【００４６】
　以上のように、本発明の第２の実施形態に係る能動騒音低減装置２によれば、騒音周波
数が複数存在する場合であっても、複数の加振器１０ａ～１０ｄを固着する位置をそれぞ
れ工夫することで、装置の規模を大きくすることなく、広い周波数帯域にわたって効果的
に騒音を低減することができる。
【００４７】
　なお、伝達関数Ｃの時間変化が小さい場合は適応フィルタ２３の係数更新は不要になる
ため、図１７に示すように検出器３１と－１／Ｃ特性を有するフィルタ２４からなる制御
部２０とで、能動騒音低減装置２を構成することが可能になる。
【００４８】
　また、上記第１及び第２の実施形態では、検出器３０及び３１は音を検出する構成とし
て説明しているが、いずれか一方又は両方の検出器を、騒音源ｎ又はパネル４０の振動を
検出するセンサに置き代えても、同様の効果を奏することができる。さらには、騒音が騒
音源ｎに入力される電気信号に基づいて生じている（例えばスピーカ）場合には、この電
気信号を検出して騒音制御することも可能である。
【００４９】
　　＜加振器の効果的な配置＞
　上記第１及び第２の実施形態では、加振器１０及び１０ａ～１０ｄの端部βを騒音振動
によるパネル４０の曲げモーメント力分布の符号が変化する位置αと一致させることを述
べた。しかし、周波数によっては、騒音振動によるパネル４０の曲げモーメント力分布の
符号が変化する位置αが複数存在する場合もあり得る。この場合、対象騒音周波数におけ
る、加振器１０の端部βは、パネル４０上の最も外周側にある位置αと一致させて設計す
ることが望ましい。このように設計すれば、騒音振動に最も近似した制御振動を形成でき
るからである。以下、上述したパネル４０を梁形状と仮定したモデルにおける解析結果を
、図１８～図２０に示す。
【００５０】
　図１８に示すように、パネル４０上の騒音振動の発生位置は、騒音周波数によって異な
る。また、図１９に示すように、パネル４０の曲げモーメント力分布の位置も、騒音周波
数によって異なる。さらに、騒音周波数が高くなると複数の位置で曲げモーメント力分布
の符号が変化することが分かる。図２０に、図１９で示したＰ１(L)及びＰ１(R)とＰ２(L

)及びＰ２(R)との位置に、それぞれ端部βを一致させて加振器１０を固着させた時のパネ
ル４０の制御振動変位分布を示す。パネル４０の最も外周側の曲げモーメント力分布の符
号が変化する位置であるＰ１に加振器１０の端部βを一致させた方が、騒音振動の変位分
布と近似した制御振動の変位分布が得られることが分かる。
【００５１】
　図２１に、図１９で示したＰ１の位置に加振器１０の端部βを一致させた場合の騒音低
減効果を示す。図２１に示すように、対象騒音周波数だけでなく、広い周波数帯域で広い
範囲の騒音低減効果が得られることが分かる。これは、大半の騒音周波数は、パネル４０
の外周近傍に曲げモーメント力分布の符号が変化する位置αを生じさせると考えられ、１
つの加振器１０の端部βをパネル４０の外周付近に配置しておけば、幾つかの騒音周波数
については、曲げモーメント力分布の符号が変化する位置αが近くなって騒音低減効果を
発揮できるからである。
【００５２】
　このように、騒音振動によるパネル４０の曲げモーメント力分布の符号が変化する位置
αのうち、パネル４０上の最も外周側に加振器１０の端部βを一致させれば、対象騒音周
波数以外の幾つかの周波数でも、騒音低減の効果を得ることができる。従って、サイズ制
限やコスト制限等の問題で１つしか加振器１０を用いることができないような場合には、
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複数の騒音周波数から１つの騒音周波数（最適には、対象騒音周波数）を選択し、唯一の
加振器１０の端部βを当該選択した騒音周波数についてパネル４０の曲げモーメント力分
布の符号が変化する最も外周側にある位置αに固着する。こうすれば、複数の加振器を用
いた構成には及ばないものの、従来の構成よりは効果の高い騒音低減制御を実現すること
ができる。
【００５３】
　　＜能動騒音低減装置の構成例１＞
　図２２は、本発明の能動騒音低減装置を用いた構成例１を説明する図である。この構成
例１では、パネル４０をフレーム４１で固定し、かつ制御部２０、パネル４０に入射され
る騒音を検出する検出器３１、及びパネル４０の振動を検出する検出器３０と共にモジュ
ール化している。パネル４０をフレーム４１で固定することによって、パネル４０の境界
条件が一定になってパネル４０の振動が安定するため、優れた騒音低減効果を得るための
加振器１０の固着位置が決まる。また、能動騒音低減装置をモジュール化することで、モ
ジュール１１を複数配置することによって所望の面積で騒音低減効果を得られる能動騒音
制御装置を構成することが可能になる。
【００５４】
　　＜能動騒音低減装置の構成例２＞
　図２３の（ａ）は、本発明の能動騒音低減装置を用いた構成例２を説明する図である。
この構成例２は、構成例１のモジュール１１を二次元的に複数配置して構成された能動制
御パネルである。この能動制御パネルは、例えば住宅の壁１４ａと壁１４ｂとの間に設置
される。複数のモジュール１１は、天井１２と床１３とモジュール設置用のフレーム１５
とによって挟まれて固定されている。
【００５５】
　図２３の（ｂ）は、能動制御パネルをＡＶ機器１６の後方の壁中（壁１４ａと壁１４ｂ
との間）に設置した例を示している。制御部２０は、例えば検出器３１の信号としてＡＶ
機器１６の音声信号を入力すると共に検出器３０の信号に基づいて制御信号を生成して加
振器１０に出力し、検出器３０の信号が小さくなるように複数のモジュール１１の振動を
それぞれ制御する。ＡＶ機器１６の音声信号は、音声外部出力端子から又は音声再生スピ
ーカ近傍に設置したマイクから取得することができる。
【００５６】
　これにより、ＡＶ機器１６で再生される音声は、複数のモジュール１１に組み込まれた
各パネル４０の振動制御によって低減され、壁１４ｂを挟んでＡＶ機器１６とは反対側の
隣室の全域で騒音低減効果を得ることができる。もちろん、能動制御パネルを設置できる
壁は、後方に限られるものではなく前方や床等であってもよい。また、能動騒音制御パネ
ルは、わざわざ壁中に設置する必要はない。
【００５７】
　　＜能動騒音低減装置の構成例３＞
　図２４は、本発明の能動騒音低減装置を用いた構成例３を説明する図である。この構成
例３は、パネル４０が洗濯機１７の筐体パネルであり、加振器１０が筐体パネルに直接設
置されている構成である。この構成では、洗濯機１７の騒音源、典型的には洗濯槽１８を
回転させるモータ１９の振動又は騒音を検出器３１で検出すると共に、筐体パネルの振動
を検出器３０で検出する。制御部２０では検出器３０及び３１の信号に基づいて制御信号
を生成して加振器１０に出力し、モータ１９の回転に起因する洗濯機１７の筐体パネルの
振動を低減する。これにより、洗濯機１７の内部で発生した振動や音が、洗濯機１７が置
かれている部屋へ放射されることを抑制することができる。
【産業上の利用可能性】
【００５８】
　本発明の能動騒音低減装置は、遮音部材、壁面を透過する騒音の低減装置、及び音響特
性調整装置等として利用可能である。
【符号の説明】
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【００５９】
１、２　能動騒音低減装置
１０、１０ａ～１０ｄ　加振器
１１　モジュール
１２　天井
１３　床
１４ａ、１４ｂ　壁
１５、４１　フレーム
１６　ＡＶ機器
１７　洗濯機
１８　洗濯槽
１９　モータ
２０　制御部
２１、２３、２４　フィルタ
２２　係数更新部
３０、３１　検出器
４０　パネル
９０　防音箱
ｎ　騒音源

【図１】 【図２】
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